
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

義務化されるか？ 

企業による「受動喫煙防止対策」 

◆検討会が報告書を発表 

厚生労働省では、昨年７月に「職場における受動喫煙防止対策

に関する検討会」を立ち上げ、今年５月にその検討会が報告書を

まとめました。今後、この報告書をベースに、労働安全衛生法の

改正案が国会で審議される予定となっています。 

この改正案が成立した場合、飲食業・サービス業などにとって

は大きな負担が強いられることとなりそうです。 

◆これまでの対策の流れ 

職場における受動喫煙防止対策については、平成４年以降、「労

働安全衛生法」に定められた快適職場形成の一環として進められ

ました。その後、平成 15 年に「健康増進法」が施行され、平成

17 年２月に「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」が

発効するなど、受動喫煙を取り巻く環境は大きく変化していま

す。 

また、健康志向の強まりや受動喫煙の有害性に関する知識の普

及などから、職場における受動喫煙に対する労働者の意識も高ま

りつつあります。 

◆受動喫煙防止を事業主の「義務」へ 

このような環境の変化から、現在、企業に対して強く「受動喫

煙防止対策」を求める流れになっています。 

そして、職場における受動喫煙防止について、従来の「快適職

場形成のため」から「労働者の健康障害防止のため」という観点

に切り替え、職場における受動喫煙防止を事業主の「義務（罰則

付き）」とする法改正が予定されているのです。 

◆今後の審議状況に注目 

今後のあり方として、事務所、工場等では「全面禁煙」「喫煙

室を設けそれ以外を禁煙」とすることが求められ、飲食店、ホテ

ル・旅館等においては、原則として「全面禁煙」「喫煙室を設け

それ以外を禁煙」とすることが必要とされ、それが困難な場合は

喫煙区域の割合を少なくし、喫煙区域からの煙の漏れを防ぎ、換

気等を行うように求められる方向です。 

多くの企業に影響を与えることとなりそうな法改正の

ため、今後の改正案の審議状況が気になるところです。

 

新卒者の採用活動開始時期を見直しの動き 

◆相次ぐ見直しの表明 

９月下旬、大手商社７社は、企業における大卒者の採

用活動時期を遅らせるよう、日本経団連に呼びかける考

えを表明しました。「就職活動の長期化が学業の妨げにな

っている」との意見が強いためであり、商社自身の採用

試験の時期も見直していくとしています。 

また、10 月初旬には、社団法人日本貿易会（貿易商

社の業界団体）が、新卒者の採用活動に関して、2013

年度入社対象の新卒者から、採用スケジュールを遅らせ

るべく具体的な検討を始め、また、各産業界が協調して

見直しが実現できるよう日本経団連などの関係団体に働

きかけると発表しました。 

◆採用側企業の発表を受けて 

これら採用側企業の動きを受けて、文部科学大臣、厚

生労働大臣、経済産業大臣は、連名で 245 の主要経済

団体、業界団体に向けた、早期の採用選考活動の抑制な

どを要請する文書を送りました。この要請文の中では各

団体の努力を求めています。 

また、リクルートや毎日コミュニケーションなど就職
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情報会社 10 社で構成する「日本就職情報出版懇話会」でも、

就職活動の早期化への批判に対応し、新卒者の採用情報を提

供するサイトの開設時期について、例年から１カ月以上遅ら

せて、来年は 11 月 1 日以降にすると発表しました。 

◆これまでの就活の流れに変化 

これまでの流れとしては、まず、大学３年生の８月ごろに

「インターンシップ」を行う企業が出てきます。そして、

10～11 月にかけて「就職情報サイト」が開設され、「業界

別セミナー」や「就活フェア」なども開かれます。 

そして年が明けた１月ごろから「会社説明会」の開催が

徐々に増えてきて、２月ごろには「エントリーシート」の提

出なども始まります。 

４年生になると「採用面接・選考」が始まり、５月ごろに

は「内々定」が出始め、６月には中小企業の採用活動も本格

化してきます。 

 来年以降は、採用側企業や国側の対応を受けて、これら

のスケジュールが遅くなっていくものと思われますが、企業

としては、じっくりと良い人材を見極め、自社にとって必要

な人材を確保することが必要なことには変わりはないでし

ょう。 

どんな気持ちで職場の飲み会に参加しているか

◆職場の人とのお酒の飲み方に関する調査 

キリン食生活文化研究所では「職場の人とのお酒の飲み方に

関する意識調査」を行い、先日その結果が発表されました。 

職場の仲間や上司・部下とお酒を飲む機会の多寡は会社によ

ってそれぞれ異なるでしょうが、各人がどのような思いで「飲

み会」に参加しているのか、とても興味深い内容になっていま

す。 

◆飲み会は「コミュニケーション」のため 

アンケート項目中の「職場の人とお酒を飲む際に期待するこ

と」については、トップは上司・部下ともに「コミュニケーシ

ョンをとりたい」でした。そして、自分の上司より部下と飲む

ときのほうがその期待は充足される傾向にあることがわかり

ました。 

また、職場の人からの飲み会の誘いを断る際に「行けない理

由をはっきり言って断る」人は４割以上いました。20 代では、

部下・後輩に対し「行けない理由をはっきり言う」割合

（36.3％）が、上司に対する場合よりも低くなっています。 

◆飲み会の平均額・平均回数は？ 

職場の人とお酒を飲むときの１回あたりの平均予算は

4,401 円（前年比 129 円マイナス）でした。月平均の回

数は前年と同じ 1.5 回となっています。  

上司が部下とお酒を飲む際におごる金額の平均は１回あ

たり 7,092 円で、エリア別に見ると１位は「北海道」で

8,542 円。２位は「北陸」で 7,400 円、３位は「東北」

7,221 円となっています。寒い地域で働いている人のほう

が太っ腹なのでしょうか？ 

◆増える傾向にある「割り勘」 

最近では、上司と部下で飲みに行っても「割り勘」とす

るケースが増えているようです。 

上記の調査とは別の調査では、「上下関係なく割り勘にす

ることが多い」と答えた 20～59 歳の人は全体の 24％に

上りました。 

年功序列が崩れつつあり、明確な上下関係意識が薄れつつ

あることの影響なのかどうかはわかりませんが、いずれに

しても、社内でのコミュニケーションを図るうえで「飲み

会」が有効な手段の１つであることは間違いないでしょう。

「労働時間適正化キャンペーン」実施中 

◆全国一斉の電話相談など 

厚生労働省では、長時間労働に伴う問題解消を図るため

に、11 月を「労働時間適正化キャンペーン」と定め、全

国一斉の電話相談の実施をはじめ、使用者団体・労働組合

への協力要請、リーフレットの配布などによる周知啓発な

どの取組みを集中的に実施しています。 

◆労働時間をめぐる現状 

平成 21 年の総務省調査によると、週 60 時間以上働い

ている人の割合は全体の 9.2％で、30 代の男性に限って

みると全体の倍の水準となる 18.0％にも上ります。 

1 カ月の残業時間が 80 時間を超える状態が続くと、心

身の健康を害するばかりか、過労死の危険性が高まると言

われています。 

過労死などで労災認定された件数は平成 21 年度に

293 件となっており、過重労働による健康障害の事例が数



 
 

 

多く報告されています。また、労働基準監督署による賃金不払

残業の是正指導も多く見られます。 

◆キャンペーンの重点事項 

このような状況を受け、厚生労働省では、平成 22 年度も「労

働時間適正化キャンペーン」を実施し、長時間労働の抑制を行

うなど、労働時間の適正化に向けて労使の主体的な取組みを促

すとともに、重点監督などを行っています。 

今年度の重点取組み事項は、次の３点となっています。 

（１）時間外労働協定の適正化などによる時間外・休日労働の

削減 

（２）長時間労働者への医師による面接指導など労働者の健康

管理に関する措置の徹底 

（３）労働時間の適正な把握の徹底 

◆賃金不払残業が大きな問題に 

長時間労働と同様に、現在、賃金不払残業（サービス残業）

が大きな問題になっています。 

このキャンペーンを機に、恒常的に長時間労働が行われてい

ないか、長時間労働者の健康管理について配慮がなされている

か、労働時間が適正に把握されているかなど、労働環境を今一

度見直してみましょう。 

転職を考え始める年齢は何歳？ 

◆４万人以上の会社員が回答 

株 式 会 社 イ ン テ リ ジ ェ ン ス が 運 営 す る 転 職 サ ー ビ ス

「DODA」では、会社員が転職を考え始める年齢についての

調査を行い、その結果を発表しました。 

この調査の対象者は、「DODA」人材紹介サービスに登録し

た人のうち登録時の年齢が 22～39 歳（転職回数０回）の大

卒以上の男女で、４万人以上から回答がありました。 

◆ 転職を考え始めた年齢は？ 

転職を考え始めた年齢についての回答では、「25 歳」

（13.5％）が最多であり、「26 歳」（12.5％）、「24 歳」

（11.8％）と続いています。４割近くの人が入社２～３年目

の段階で次のキャリアを考えているようです。 

◆職種別ではどうか？ 

転職を考え始めた年齢について職種別に見ると、下記の年齢

がそれぞれ最多となっています。 

・「企画・事務」…29 歳（8.8％） 

・「金融などの専門職」…28 歳（9.1％） 

・「IT エンジニア」…27 歳（9.5％） 

・「建築・土木」…27 歳（10.6％） 

・「モノづくりエンジニア」…26 歳（9.7％） 

・「メディカル」…26 歳（11.6％） 

・「営業」…25 歳（10.9％） 

・「販売・サービス」…25 歳（12.6％）  

◆安定志向の傾向も 

最近は比較的若い年齢において転職を考え始める人が多

いようですが、社団法人日本能率協会が今年４月に発表した

新入社員の意識調査では、約半数の人が「定年まで勤めたい」

と回答し、「終身雇用」や「年功序列」を望む傾向も見られ

ます。 

会社としては、有能な人材が会社にずっと残ってくれるのが

ベストでしょうが、そのためには、社員のキャリアアップの

ために何ができるのか等を真剣に考える必要があるでしょ

う。 

～坂田からひとこと～ 

時が経つのは恐ろしいほど速くて、あっという間に今年

も師走となりました。 

皆さんは今年どんな一年でしたか？幸せな一年を過ご

されましたか？私は、お陰さまで楽しい一年を送りました

が、元旦の朝、あれほど固く心に誓った目標をクリアする

ことが出来ず、新年の目標にスライドしそうです。ちなみ

に目標は、「毎月最低３冊の本を読む」ことでした(^^;) 

 

今年も大変お世話になりました。来年もご指導ご鞭撻の

ほど、よろしくお願い申し上げます。皆様にとって幸せな

一年となりますよう、心よりお祈り申し上げます。 

Merry Christmas＆ＨappyＮewＹear 


